


令和７年６月定例会議案目次 

 

議 案 番 号         件          名 

議第４４号  令和７年度山形市一般会計補正予算 

議第４５号  令和７年度山形市立病院済生館事業会計補正予算 

議第４６号  字の区域及び名称の変更について 

議第４７号  はしご付消防自動車の購入について 

議第４８号  排水ポンプ車の購入について 

議第４９号  工事請負契約の締結について(総合スポーツセンターテニスコート等改修工事） 

議第５０号  業務委託協定の締結について（奥羽本線蔵王・山形間坂巻跨線橋耐震補強補修 

工事業務） 

議第５１号  山形市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

議第５２号  山形市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

議第５３号  山形市特別職の職員の給与に関する条例の一部改正について 

議第５４号  山形市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

議第５５号  山形市市税条例の一部改正について 

議第５６号  山形市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一 

部改正について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議 第 44 号

令和７年度山形市一般会計補正予算（第１号）

　令和７年度山形市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第 １条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ937,014千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ106,445,014千円とする。

２ 　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　（債務負担行為の補正）

第２条　債務負担行為の追加は、「第２表　債務負担行為補正」による。

　（地方債の補正）

第３条　地方債の追加及び変更は、「第３表　地方債補正」による。

　　令和７年６月11日提出

山形市長　佐　藤　孝　弘　
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第１表　歳入歳出予算補正

歳　　　　　　　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

15 国 庫 支 出 金 18,999,241 401,059 19,400,300

２ 国 庫 補 助 金 4,718,440 401,059 5,119,499

16 県 支 出 金 8,055,889 36,264 8,092,153

２ 県 補 助 金 2,351,057 36,264 2,387,321

19 繰 入 金 2,123,665 322,291 2,445,956

２ 基 金 繰 入 金 1,717,983 322,291 2,040,274

22 市 債 4,398,600 177,400 4,576,000

１ 市 債 4,398,600 177,400 4,576,000

歳 入 合 計 105,508,000 937,014 106,445,014
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歳　　　　　　　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

２ 総 務 費 10,614,478 91,029 10,705,507

１ 総 務 管 理 費 3,352,231 2,176 3,354,407

８ 文化スポーツ費 2,974,164 88,853 3,063,017

３ 民 生 費 44,012,198 327,958 44,340,156

２ 児 童 福 祉 費 20,156,393 232,958 20,389,351

４ 災 害 対 策 費 164,442 95,000 259,442

４ 衛 生 費 8,133,360 68,218 8,201,578

１ 保 健 衛 生 費 3,938,220 59,623 3,997,843

２ 清 掃 費 3,842,767 8,595 3,851,362

６ 農林水産業費 2,014,453 46,293 2,060,746

１ 農 業 費 1,660,975 46,293 1,707,268

８ 土 木 費 11,349,483 389,347 11,738,830

２ 道路橋りょう費 3,437,127 74,224 3,511,351

４ 都 市 計 画 費 3,358,835 315,123 3,673,958

10 教 育 費 9,310,469 14,169 9,324,638

４ 高 等 学 校 費 1,443,945 4,846 1,448,791

６ 社 会 教 育 費 1,173,632 9,323 1,182,955

歳 出 合 計 105,508,000 937,014 106,445,014
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第２表　債務負担行為補正

　追　　　加

事　　　　　　　項 期　　　　　間 限　　　度　　　額

総 合 ス ポ ー ツ セ ン タ ー

受 変 電 設 備 等 改 修 事 業
令 和 ８ 年 度

千円

89,795

市 立 保 育 所 給 食 調 理 委 託 費

（つばさ保育園・さくら保育園）

令 和 ７ 年 度 か ら

令 和 10 年 度 ま で
170,676

（ 仮 称 ）西 部 保 育 所 整 備 事 業

（ 用 地 取 得 ）

令 和 ７ 年 度 か ら

令 和 ９ 年 度 ま で

整備用地約 2,300㎡を取得した
金額に利子等を加えた額

（ 仮 称 ）西 部 保 育 所 整 備 事 業

（ 基 本 設 計 委 託 ）

令 和 ７ 年 度 か ら

令 和 ８ 年 度 ま で
11,231
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　変　　　更

第３表　地方債補正

　追　　　加

起 債 の 目 的 限度額 起債の方法 利　率 償 還 の 方 法

放課後児童クラブ整備事業

千円 ％

24,900
普通貸借 
又は証券 
発行

借入先との 
協定による。

借入先の融資条件による。

ただし、財政の都合によ

り償還年限を短縮し、繰

上償還をし、又は低利債

に借り換えることができ

る。
デ ジ タ ル 活 用 推 進 事 業 4,400

起　債　の　目　的

補 正 前 補 正 後

限 度 額 限 度 額

ス ポ ー ツ 施 設 整 備 事 業

千円 千円

452,600 506,400

保 育 施 設 整 備 事 業 21,700 68,400

農 業 生 産 基 盤 整 備 事 業 40,000 45,800

道 路 橋 り ょ う 整 備 事 業 513,800 543,900

都 市 計 画 公 園 整 備 事 業 257,600 269,300
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議 第 45 号

令和７年度山形市立病院済生館事業会計補正予算（第１号）

　（総　則）

第１条　令和７年度山形市立病院済生館事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量の補正）

第 ２条　令和７年度山形市立病院済生館事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務

の予定量を、次のとおり補正する。

　　　　　　（項　　　目）　　　　　　　 　（補　正　前）　　　 　（補　正　後）

　⑴　主要な建設改良事業

　　　　医療器械器具及び備品購入　　　　　400,000千円　　　　　428,193千円

　（資本的収入及び支出の補正）

第 ３条　予算第４条本文括弧書「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額445,101千円は、

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額1,092千円及び、過年度分損益勘定留保資金

444,009千円で補てんするものとする。」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

458,294千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額1,143千円及び、過年度分損益

勘定留保資金457,151千円で補てんするものとする。」に改め、予算第４条に定めた資本的収入

及び支出の予定額を、次のとおり補正する。

　　　　　　（科　　　目）　　　 　（補正前の予定額）　　　　（補正予定額）　　　　　（ 計 ）

収　　　　　　　入

　第１款　資 本 的 収 入 393,640千円 15,000千円 408,640千円

　　第１項　企 業 債 174,800千円 15,000千円 189,800千円

支　　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出 838,741千円 28,193千円 866,934千円

　　第１項　建 設 改 良 費 600,514千円 28,193千円 628,707千円
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　（企業債の補正）

第４条　予算第６条に定めた企業債の限度額を、次のとおり補正する。

起　債　の　目　的 補 正 前 補 正 後

医 療 機 器 整 備 事 業

千円 千円

150,000 165,000

　（重要な資産の取得及び処分）

第５条　予算第10条に定めた取得する資産に、次のとおり追加する。

　１　取得する資産

種 類 名　　　　　　　　　　　称 数　　量 取得の態様

医 療 機 器 広角眼底撮影装置 一　　 式 購　　 入

　　令和７年６月11日提出

山形市長　佐　藤　孝　弘
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議第４６号 

 

字の区域及び名称の変更について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定により、令和７年９月１日

から、本市の字の区域及び名称を別紙調書のとおり変更する。 

 

令和７年６月１１日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

 

 

理 由 

 大字十文字、大字大森及び大字漆山の各一部について、字の区域及び名称を変更するため、

地方自治法第２６０条第１項の規定により、議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別紙 

変   更   調   書 

 

大字 字 地         番 

大森 

 

岡門伝 

 

１３２０－３、１３２０－５から１３２０－７まで、１３２１－４、

１３２１－５、１４７１、１４７１－１、１４７１－３、１４７１－６、

１４７５－１、１４７７－２、１４７９－３、２０９８－２、６０３３ 

十文字 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経段 １９９０－１、１９９０－３、１９９１、１９９３－３、１９９５－１

から１９９５－４まで、１９９８、３５３６ 

天童道下 １３６７－２ 

中河原 

 

 

 

１３７５－１から１３７５－４まで、１３８０－３、１３８１、 

１３８１－３、１３８２、１３８２－１、１３８３、１３８３－２、 

１３８８－４、１３９２－２、１３９３－２、１３９３－４、１３９３

－５、１３９４、１３９４－１、１３９５、１３９６、１３９７－１か

ら１３９７－３まで、１４０１－１、１４０５－１、１４０６－１、 

１４０６－２、１４０７－４、１４１３－２、１４１６－１、１４１７

－１、１４１７－４、６２３７から６２４０まで 

中川原 

 

１３５２－１、１４０３－１、１４０５、１４０７－７、１４０７－８、

１４１２－１、１４１３－４、１４１４－１、１４１５、１４１６－２、

１４１７、２４３１、２４７３、２４７３－１、２４７３－２、 

２４７６、２４７８、６２４１ 

韮窪 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２０３、１２０６、１２１２、１２１４、１２１７－２、１２１９、

１２１９－４、１２１９－５、１２２２－３から１２２２－７まで、 

１２２２－９から１２２２－１３まで、１２２５－１、１２２５－１４、

１３１３－１、１３１６－２、１３１７－４、１３１７－５、１３１８

－１、１３１８－２、１３１８－４、１３１８－５、１３２４、 

１３２４－２、１３２６－１から１３２６－３まで、１３２８－１、 

１３２８－２、１３２９、１３３２、１３３３、１３３６－２、 

１３４８－２、１３４８－３、１３５２－２、１３５３－３、１３５７、

１３６１－２、１３６６、２１７１、３４２９－１、３４２９－２、 

３４３２－１、３４３２－２、３４５５－２８、３４５５－１４６、 

６２３６、６２４２、６２４３、北３４２７－２、北３４３０から 

北３４３２まで、北３４３４－２、北３４３４－３、北３４３５、 

北３４３６、北３４３７－１、北３４３７－３、北３４３９－１、 

北３４３９－３、北３４４０－２、北３４４０－３、北３４４１、 

北３４４２、北３４４３－２、北３４４４－２、北３４４５から 

北３４４８まで、北３４４９－１から北３４４９－３まで、北３４５０

－１、北３４５０－２、北３４５１－２、北３４５１－３、北３４５２

－２、北３４５５－４から北３４５５－８まで、北３４５５－１２、 

北３４５５－１４、北３４５５－１５、北３４５５－１９から 

北３４５５－２７まで、北３４５５－２９から北３４５５－３２まで、

北３４５５－４３、北３４５５－４４、北３４５５－５６、北３４５５



 

 

－７１、北３４５５－７５、北３４５５－８０から北３４５５－８３ま

で、北３４５５－９２から北３４５５－９４まで、北３４５５－９７、 

北３４５５－１１２、北３４５５－１１４、北３４５５－１１８、 

北３４５５－１２７、北３４５５－１３０、北３４５５－１３１、 

北３４５５－１３５、北３４５５－１３６、北３４５５－１４１、 

北３４５５－１４３から北３４５５－１４９まで 

矢萩段 

 

 

 

１０３３－１、１１１９－１、１１２２－１、１１３６－２から 

１１３６－４まで、１１３７－２、１１４１、１１４２、１１４４－１

から１１４４－４まで、１１４５－３、１１４５－４、１１５１－１、

１１５２－２、１１５２－５、１１５９－１、１１５９－２、１１６１、

１１６２－１、１１６２－１０、１１６２－１１、１１７４、１１７４

－４、１２０３－２、１２０８－４、１６３４－７ 

 上記の区域及びこれらの区域に隣接介在する道路等である公有地の全部を立谷川四丁目に変

更する。 

 上記地番は、令和７年５月９日現在の登記簿による。 



議第４７号 

 

はしご付消防自動車の購入について                   

 

次のとおり、はしご付消防自動車を購入する。 

 

令和７年６月１１日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 名   称  はしご付消防自動車 

２ 数   量  １台 

３ 購 入 金 額  金２７７，４６７，１１０円 

４ 購 入 先  株式会社長谷川ポンプ製作所 

５ 契約の方法   随意契約 

 

 

 

理 由 

はしご付消防自動車を購入するため、地方自治法第９６条第１項第８号の規定により、

議決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

  



議第４８号 

 

排水ポンプ車の購入について                   

 

次のとおり、排水ポンプ車を購入する。 

 

令和７年６月１１日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 名   称  排水ポンプ車 

２ 数   量  １台 

３ 購 入 金 額  金６０，５００，０００円 

４ 購 入 先  株式会社南東北クボタ山形事業所 

５ 契約の方法   指名競争入札 

 

 

 

理 由 

排水ポンプ車を購入するため、地方自治法第９６条第１項第８号の規定により、議決を

求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

議第４９号 

 

工事請負契約の締結について 

 

次のとおり、工事請負契約を締結する。 

 

令和７年６月１１日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 契約の目的  総合スポーツセンターテニスコート等改修工事 

２ 契約の方法  一般競争入札 

３ 請 負 金 額  金１８３，７００，０００円 

４ 契約の相手方  渋谷建設・仁藤組建設工事共同企業体 

 

 

 

理 由 

総合スポーツセンターテニスコート等改修工事について、渋谷建設・仁藤組建設工事共同企

業体と請負契約を締結するため、地方自治法第９６条第１項第５号の規定により、議決を求め

ようとするものである。 

 

 

 

 



 

 

議第５０号 

 

業務委託協定の締結について                             

 

次のとおり、業務委託協定を締結する。 

 

令和７年６月１１日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

１ 協定の目的  奥羽本線蔵王・山形間坂巻跨線橋耐震補強補修工事業務 

２ 協定の方法  随意契約 

３ 委 託 金 額  金５１６，６４３，６００円 

４ 協定の相手方  東日本旅客鉄道株式会社東北本部 

 

 

 

理 由 

奥羽本線蔵王・山形間坂巻跨線橋耐震補強補修工事業務について、東日本旅客鉄道株式会社

東北本部と業務委託協定を締結するため、地方自治法第９６条第１項第５号の規定により、議

決を求めようとするものである。 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

議第５１号 

 

   山形市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

 

 山形市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和７年６月１１日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

   山形市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

 山形市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年市条例第１号）の一部を次のように

改正する。 

 第８条の３第４項中「第２項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が、規則の

定めるところにより、当該子を養育」とあり、及び前項」を「及び前２項」に改める。 

 第１５条第１項中「者で」を「者（第１５条の４第１項において「配偶者等」という。）で」

に改める。 

 第１５条の２の次に次の３条を加える。 

 （妊娠、出産等についての申出をした職員に対する意向確認等） 

第１５条の３ 任命権者は、山形市職員の育児休業等に関する条例（平成４年市条例第１号）

第２６条第１項の措置を講ずるに当たっては、同項の規定による申出をした職員（以下この

項において「申出職員」という。）に対して、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 ⑴ 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「出生時両立支援

制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

 ⑵ 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請求等」という。）に係る申出職員

の意向を確認するための措置 

 ⑶ 山形市職員の育児休業等に関する条例第２６条第１項の規定による申出に係る子の心身

の状況又は育児に関する申出職員の家庭の状況に起因して当該子の出生の日以後に発生

し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改善

に資する事項に係る申出職員の意向を確認するための措置 



 

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項において「対象職員」という。）

に対して、規則で定める期間内に、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 ⑴ 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「育児期両立支援

制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

 ⑵ 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認するための措置 

 ⑶ 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職員の家庭の状況に起

因して発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活の両立の支障となる事

情の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確認するための措置 

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を確認した事項の取扱いに

当たっては、当該意向に配慮しなければならない。 

 （配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認等） 

第１５条の４ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状況に至ったこ

とを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両立に資する制度又は措置（以下

この条及び次条において「介護両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるととも

に、介護両立支援制度等の請求等に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措

置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属する年度（４月１日から翌

年の３月３１日までをいう。）において、前項に規定する事項を知らせなければならない。 

３ 任命権者は、職員が第１項の規定による申出をしたことを理由として、当該職員が不利益

な取扱いを受けることがないようにしなければならない。 

 （勤務環境の整備に関する措置） 

第１５条の５ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるようにするため、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

 ⑴ 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

 ⑵ 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

 ⑶ その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例中第１５条の２の次に３条を加える改正規定（第１５条の３に係る部分に限る。）

は令和７年１０月１日（以下「施行日」という。）から、その他の規定は公布の日から施行す



 

る。 

 （経過措置） 

２ 任命権者は、施行日前においても、改正後の第１５条の３第２項の規定の例により、同項

各号に掲げる措置を講ずることができる。この場合において、その講じられた措置は、施行

日以後は、同項の規定により講じられたものとみなす。 

 

 

 

理 由 

職員の仕事と育児や介護の両立を支援するための措置等について規定しようとするものであ

る。 



 

議第５２号 

 

   山形市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 

 山形市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和７年６月１１日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

   山形市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 山形市職員の育児休業等に関する条例（平成４年市条例第１号）の一部を次のように改正す

る。 

 第１条中「第１９条第１項及び第２項」を「第１９条第１項から第３項まで及び第５項」に

改める。 

 第２２条第２号中「日数及び勤務日ごとの勤務時間」を「日数」に、「（以下「定年前再任用

短時間勤務職員等」という。）を除く」を「を除く。次条において同じ」に改める。 

 第２３条の見出し中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、同条第１項中「部分休業（育

児休業法第１９条第１項に規定する部分休業をいう。以下同じ。）の承認は、勤務時間条例第８

条第１項に規定する正規の勤務時間（非常勤職員（定年前再任用短時間勤務職員等を除く。以

下この条において同じ。）にあっては、当該非常勤職員について定められた勤務時間）の始め又

は終わりにおいて」を「育児休業法第１９条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同条第１

項に規定する部分休業（以下「第１号部分休業」という。）の承認は」に改め、同条第２項及び

第３項中「部分休業」を「第１号部分休業」に改める。 

 第２３条の次に次の４条を加える。 

 （第２号部分休業の承認） 

第２３条の２ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定

する部分休業（以下「第２号部分休業」という。）の承認は、１時間を単位として行うものと

する。ただし、次の各号に掲げる場合にあっては、それぞれ当該各号に定める時間数の第２

号部分休業を承認することができる。 



 

 ⑴ １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合であって、当該勤

務時間の全てについて第２号部分休業の承認の請求があったとき 当該勤務時間の時間

数 

 ⑵ 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であって、当該残時間数の全

てについて第２号部分休業の承認の請求があったとき 当該残時間数 

 （育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間） 

第２３条の３ 育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間は、毎年４月１日から翌

年３月３１日までとする。 

 （育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準として条例で定める時

間） 

第２３条の４ 育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準として条例

で定める時間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める時間とす

る。 

 ⑴ 非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 

 ⑵ 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に１０を乗じて得た時間 

 （育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情） 

第２３条の５ 育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情は、配偶者が負傷又は疾

病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の同条第２項の規定による申出時に予

測することができなかった事実が生じたことにより当該部分休業に係る子について同条第３

項の規定による変更（以下「第３項変更」という。）をしなければその養育に著しい支障が生

じると任命権者が認める事情とする。 

 第２４条第１項中「部分休業」を「育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業」に改め

る。 

 第２５条を次のように改める。 

 （部分休業の承認の取消事由） 

第２５条 育児休業法第１９条第６項において準用する育児休業法第５条第２項の条例で定め

る事由は、職員が第３項変更をしたときとする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 



 

 （経過措置） 

２ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内において、施行日から令和８年３月３１

日までの間における部分休業の承認の請求をする場合における改正後の第２３条の４の規定

の適用については、同条第１号中「７７時間３０分」とあるのは「３８時間４５分」と、同

条第２号中「１０」とあるのは「５」とする。 

 

 

 

理 由 

地方公務員の育児休業等に関する法律の改正に伴い、部分休業制度の拡充に係る所要の改正

を行おうとするものである。 



 

議第５３号 

 

山形市特別職の職員の給与に関する条例の一部改正について 

 

山形市特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和７年６月１１日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

山形市特別職の職員の給与に関する条例（昭和２６年市条例第８号）の一部を次のように改

正する。 

 別表第３中 

「 

                             
                                       」 

「                   

選挙長 日額         １０，８００円 

投票管理者 

投票所において従事

する者 
日額          １２，８００円   

期日前投票所におい

て従事する者 
日額          １１，３００円 

 

 

開票管理者 日額          １０，８００円  

投票立会人 

投票所において従事

する者 

日額          １０，９００円 

（立会時間が投票時間（投票所を開く

時刻から投票所を閉じる時刻までの間を

いう。以下同じ。）の２分の１以下であ

る場合にあつては、５，５００円） 

を 

期日前投票所におい

て従事する者 

日額            ９，６００円 

（立会時間が投票時間の２分の１以下

である場合にあつては、４，８００円） 

 

開票立会人 日額           ８，９００円  

選挙立会人 日額           ８，９００円  

選挙長 日額         １２，２００円 

投票管理者 

投票所において従事

する者 
日額          １４，５００円   

期日前投票所におい

て従事する者 
日額          １２，８００円 

 

 



 

                             
                                                           」 

改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表第３の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後その期

日を公示され又は告示される公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）の規定による選挙又

は日本国憲法第９５条の規定による投票について適用し、施行日の前日までにその期日を公

示され又は告示された公職選挙法の規定による選挙又は日本国憲法第９５条の規定による投

票については、なお従前の例による。 

 

 

 

理 由 

 国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律の改正に伴い、投票管理者等の報酬日額を

改定しようとするものである。 

開票管理者 日額          １２，２００円  

投票立会人 

投票所において従事

する者 

日額          １２，４００円 

（立会時間が投票時間（投票所を開く

時刻から投票所を閉じる時刻までの間を

いう。以下同じ。）の２分の１以下であ

る場合にあつては、６，２００円） 

に 

期日前投票所におい

て従事する者 

日額           １０，９００円 

（立会時間が投票時間の２分の１以下

である場合にあつては、５，５００円） 

 

開票立会人 日額          １０，１００円  

選挙立会人 日額          １０，１００円  



 

議第５４号 

 

   山形市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

 

 山形市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和７年６月１１日提出 

 

                          山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

   山形市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 山形市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１２年市条例第５８号）の一部を次のように

改正する。 

 別表中 

「   

 

 

 

 

 

   を 

 

 

 

 

 

   

                                    」 

 

 

⑸ 職員が、⑴から⑷まで

に掲げる作業に相当する

作業で市長が認めるもの

に従事したとき。 

 

著しく危険な区域と

して規則で定める区

域において行うと

き。 

日額 

２，１６０円

を超えない範

囲内で市長が

定める額 

上記以外

の区域に

おいて行

うとき。 

 

日の出か

ら日没ま

での時間

帯におい

て行うと

き。 

日額 

１，０８０円

を超えない範

囲内で市長が

定める額 

日没から

日の出ま

での時間

帯を含む

時間帯に

おいて行

うとき。 

日額 

１，６２０円

を超えない範

囲内で市長が

定める額 



 

「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   に 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

」                                                    

改める。 

⑸ 消防職員が、次に掲げ

る作業に従事したとき。 

ア 消防組織法（昭和 

２２年法律第２２６

号）第４５条第１項に

規定する救急消防援助

隊として出動する場合

において行う同法第 

４４条第１項に規定す

る消防の応援等に係る

作業 

イ 消防組織法第３９条

第２項に規定する協定

に基づき出動する場合

において行う消防活動

に係る作業 

ウ 他自治体の消防職員

によるア又はイに規定

する出動が行われる災

害がこの市の消防署の

管轄区域内において発

生した場合に行う消防

活動（当該災害に直接

起因するものに限る。）

に係る作業 

著しく危険な区域と

して規則で定める区

域において行うと

き。 

日額  

２，１６０円 

上記以外

の区域に

おいて行

うとき。 

日の出か

ら日没ま

での時間

帯におい

て行うと

き。 

日額 

１，０８０円 

日没から

日の出ま

での時間

帯を含む

時間帯に

おいて行

うとき。 

日額 

１，６２０円 

⑹ 職員が、⑴から⑸まで

に掲げる作業に相当する

作業で市長が認めるもの

に従事したとき。 

著しく危険な区域と

して規則で定める区

域において行うと

き。 

日額 

２，１６０円

を超えない範

囲内で市長が

定める額 

上記以外

の区域に

おいて行

うとき。 

 

日の出か

ら日没ま

での時間

帯におい

て行うと

き。 

日額 

１，０８０円

を超えない範

囲内で市長が

定める額 

日没から

日の出ま

での時間

帯を含む

時間帯に

おいて行

うとき。 

日額 

１，６２０円

を超えない範

囲内で市長が

定める額 



 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

理 由 

緊急消防援助隊等として被災地で救助活動等に従事する消防職員に対して災害応急作業等手

当を支給しようとするものである。 



議第５５号 

 

山形市市税条例の一部改正について 

 

山形市市税条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和７年６月１１日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市市税条例の一部を改正する条例 

山形市市税条例（昭和４０年市条例第３７号）の一部を次のように改正する。 

第６条中「公示送達は、」の次に「公示事項（同条第２項に規定する公示事項をいう。以下

この条において同じ。）を地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下「施行規

則」という。）第１条の８第１項に規定する方法により不特定多数の者が閲覧することができ

る状態に置く措置をとるとともに、公示事項が記載された書面を」を加え、「掲示して行う」

を「掲示し、又は公示事項を市の事務所に設置した電子計算機の映像面に表示したものの閲覧

をすることができる状態に置く措置をとることによつてする」に改める。 

第８条の３中「地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下「施行規則」とい

う。）」を「施行規則」に改める。 

第１８条中「又は扶養控除額」を「、扶養控除額又は特定親族特別控除額」に改める。 

第２５条第１項ただし書中「有しなかつた者（」を「有しなかつたもの（」に、「若しくは

法第３１４条の２第４項」を「、法第３１４条の２第４項」に改め、「扶養控除額」の次に

「若しくは特定親族特別控除額（特定親族（同条第１項第１２号に規定する特定親族をいう。

第２６条の２第１項第３号及び第２６条の３第１項において同じ。）（前年の合計所得金額が

８５万円以下であるものに限る。）に係るものを除く。）」を加える。 

第２６条の２第１項第３号中「扶養親族」の次に「又は特定親族」を加える。 

第２６条の３第１項中「者に限る。）」の次に「若しくは特定親族（退職手当等に係る所得

を有する者であつて、合計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）」を加え、同項第３

号中「扶養親族」の次に「又は特定親族」を加える。 



第７９条第１項中「及び第８３条第１項」を「、第８３条第１項並びに附則第１９条の９第

１項及び第２項」に改める。 

附則第１９条の８の次に次の１条を加える。 

（加熱式たばこに係るたばこ税の課税標準の特例） 

第１９条の９ 令和８年４月１日以後に売渡し等が行われた加熱式たばこ（第７７条第１号オ

に掲げる加熱式たばこをいい、第７８条の２の規定により製造たばことみなされるものを含

む。以下この条において同じ。）に係る第７９条第１項の製造たばこの本数は、同条第３項

の規定にかかわらず、当分の間、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

方法により換算した紙巻たばこ（第７７条第１号アに掲げる紙巻たばこをいう。以下この項

及び次項において同じ。）の本数によるものとする。 

⑴ 葉たばこ（たばこ事業法第２条第２号に規定する葉たばこをいう。）を原料の全部又は

一部としたものを紙その他これに類する材料のもので巻いた加熱式たばこ（当該葉たばこ

を原料の全部又は一部としたものを施行規則附則第８条の４の２に規定するところにより

直接加熱することによつて喫煙の用に供されるものに限る。） 当該加熱式たばこの重量

（フィルターその他の施行規則附則第８条の４の３に規定するものに係る部分の重量を除

く。以下この項から第３項までにおいて同じ。）の０．３５グラムをもつて紙巻たばこの

１本に換算する方法。ただし、当該加熱式たばこの１本当たりの重量が０．３５グラム未

満である場合にあつては、当該加熱式たばこの１本をもつて紙巻たばこの１本に換算する

方法 

⑵ 前号に掲げるもの以外の加熱式たばこ 当該加熱式たばこの重量の０．２グラムをもつ

て紙巻たばこの１本に換算する方法。ただし、当該加熱式たばこの品目ごとの１個当たり

の重量が４グラム未満である場合にあつては、当該加熱式たばこの品目ごとの１個をもつ

て紙巻たばこの２０本に換算する方法 

２ 前項の規定により加熱式たばこのうち同項第１号ただし書の規定の適用を受けるもの及び

同項第２号ただし書の規定の適用を受けるもの以外のものの重量を紙巻たばこの本数に換算

する場合における計算は、売渡し等が行われた加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量

に当該加熱式たばこの品目ごとの数量を乗じて得た重量を同項各号に掲げる区分ごとに合計

し、その合計重量を紙巻たばこの本数に換算する方法により行うものとする。 

３ 前項の計算に関し、同項の加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量に０．１グラム未

満の端数がある場合には、その端数を切り捨てるものとする。 



４ 第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第７８条の２の規定により製造たばことみなされる

ものに限る。）のうち、次に掲げるものについては、同号ただし書の規定は、適用しない。 

⑴ 第１項第１号に掲げる加熱式たばこと併せて喫煙の用に供されるもの 

⑵ 第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第７８条の２の規定により製造たばことみなされ

るものを除く。）と併せて喫煙の用に供される加熱式たばこ（同条の規定により製造たば

ことみなされるものに限る。）であつて当該加熱式たばこのみの品目のもの 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行す

る。 

⑴ 第１８条、第２５条第１項ただし書、第２６条の２第１項第３号及び第２６条の３第１

項の改正規定並びに附則第３条の規定 令和８年１月１日 

⑵ 第７９条第１項の改正規定及び附則第１９条の８の次に１条を加える改正規定並びに附

則第４条の規定 令和８年４月１日 

⑶ 第６条及び第８条の３の改正規定並びに次条の規定 地方税法等の一部を改正する法律

（令和５年法律第１号）附則第１条第１２号に掲げる規定の施行の日 

（公示送達に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の山形市市税条例（以下「新条例」という。）第６条の規定は、

前条第３号に掲げる規定の施行の日以後にする公示送達について適用し、同日前にした公示

送達については、なお従前の例による。 

（市民税に関する経過措置） 

第３条 新条例第１８条及び第２５条第１項ただし書の規定は、令和８年度以後の年度分の個

人の市民税について適用し、令和７年度分までの個人の市民税については、なお従前の例に

よる。 

２ 令和８年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第２５条第１項の規定の適

用については、同項ただし書中「特定親族特別控除額（特定親族（同条第１項第１２号に規

定する特定親族をいう。第２６条の２第１項第３号及び第２６条の３第１項において同

じ。）（前年の合計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）に係るものを除く。）」

とあるのは、「特定親族特別控除額」とする。 

３ 新条例第２６条の２第１項の規定は、附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日（以下



「１号施行日」という。）以後に支払を受けるべき新条例第２５条第１項ただし書に規定す

る給与について提出する新条例第２６条の２第１項及び第３項の規定による申告書について

適用し、１号施行日前に支払を受けるべきこの条例による改正前の山形市市税条例（以下

「旧条例」という。）第２５条第１項ただし書に規定する給与について提出した旧条例第 

２６条の２第１項及び第３項の規定による申告書については、なお従前の例による。 

４ 新条例第２６条の３第１項の規定は、１号施行日以後に支払を受けるべき所得税法（昭和

４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（同法第２０３条の７の

規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。）について提

出する新条例第２６条の３第１項の規定による申告書について適用し、１号施行日前に支払

を受けるべき公的年金等について提出した旧条例第２６条の３第１項の規定による申告書に

ついては、なお従前の例による。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第４条 次項に定めるものを除き、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に課した、又

は課すべきであった加熱式たばこ（新条例附則第１９条の９第１項に規定する加熱式たばこ

をいう。次項において同じ。）に係る市たばこ税については、なお従前の例による。 

２ 令和８年４月１日から同年９月３０日までの間に、山形市市税条例第７７条の２第１項の

売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等が行われた加熱式たばこに係る同条例第７９

条第１項の製造たばこの本数は、同条第３項及び新条例附則第１９条の９の規定にかかわら

ず、次に掲げる製造たばこの本数の合計数によるものとする。 

⑴ 山形市市税条例第７９条第３項の規定により換算した紙巻たばこ（新条例附則第１９条

の９第１項に規定する紙巻たばこをいう。次号において同じ。）の本数に０．５を乗じて

計算した製造たばこの本数 

⑵ 新条例附則第１９条の９の規定により換算した紙巻たばこの本数に０．５を乗じて計算

した製造たばこの本数 

３ 前項各号に掲げる製造たばこの本数に１本未満の端数がある場合には、その端数を切り捨

てるものとする。 

 

理 由 

地方税法等の改正に伴い、個人市民税の特定親族特別控除及び市たばこ税の課税標準の特例

措置の創設など、所要の改正を行おうとするものである。 



議第５６号 

 

山形市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正について 

 

山形市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例を次のように制定する。 

 

令和７年６月１１日提出 

 

山形市長 佐 藤 孝 弘 

 

山形市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例 

山形市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年市条

例第３０号）の一部を次のように改正する。 

第１８条第１項第２号中「６時間」を「３時間」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年７月１日から施行する。 

 

 

 

理 由 

放課後児童健全育成事業における開所時間に関する基準について変更しようとするものであ

る。 

 


